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資料１



熊本地震の教訓

•ハード面の強靭化の必要性

•ソフト面の強靭化の必要性
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ハード面の教訓

•地表地震断層による影響

•跨道橋の影響

•4車線化の影響
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地表地震断層と地盤変位による被害

益城町

西原村

南阿蘇村
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地表地震断層と地盤変位による被害

西原村
A

B

A地点は約80ｃｍ水平移動

B地点は約160ｃｍ水平移動

A-B間は約80ｃｍ圧縮されたこ
とになる
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圧縮力

右横ずれ断層により圧縮力が作用

断層変位

構造物

活断層と鋭角で交差する構造物

支点 支点

活断層

鋭角
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圧縮力

右横ずれ断層により圧縮力が作用

断層変位

構造物

活断変位により支点が移動して圧縮力が作用

支点
支点

活断層

負曲げ
右上に移動

左下に移動
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県道28号熊本高森線 俵山大橋

桁の座屈

8主桁の断面変化点で座屈

地震後の測量で

橋台間が近づいた
ことを確認



県道28号熊本高森線 圧縮力を受けた痕跡

くの字に持ち上がった
側溝の蓋
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県道28号熊本高森線 圧縮力を受けた痕跡

押しつぶされた
側溝の蓋と外枠
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引張力断層変位

構造物

活断層と鈍角で交差する構造物や道路

支点 支点

活断層

鈍角

右横ずれ断層により引張力が作用
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引張力断層変位

構造物

活断変位により支点が移動して（離れて）引っ張り力が作
用

支点

支点

活断層

鈍角

右横ずれ断層により引張力が作用

左上に移動

右下に移動
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県道28号熊本高森線 引張力を受けた痕跡
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道路直交方向に平行に走る引っ張り亀裂



県道28号熊本高森線 桑鶴大橋付近
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県道28号熊本高森線 引張力を受けた痕跡
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長陽大橋より撮影（2016年11月）

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

復旧が進む阿蘇大橋：ＰＣ３径間連続ラーメン箱桁橋

資料提供：国土交通省

阿蘇長陽大橋

阿蘇大橋（イメージ）
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九州自動車道 緑川PA付近 跨道橋（府領第一橋）
資料提供：ＮＥＸＣＯ西日本

九州自動車道の跨道橋の落下
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高速道路の復旧・復興状況 ≪九州道・東原橋（熊本ＩＣランプ橋）≫

H28.6.27 本復旧完了 （6/27 7：00開放）

■震災直後 損傷状況(H28.4.16撮影) 橋脚傾斜、落橋防止装置破損

■復旧状況(H28.6.27撮影)

資料提供：NEXCO西日本

国道５７号

橋梁構造をラーメン構造に変更
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活断層近傍で高速道路も大きな被害
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■地震後の通行止め状況と解除状況 九州道４車線開放
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木山川橋（震災直後）

木山川橋（Ｈ28.4.29 対面通行開始時）

木山川橋（Ｈ29.4.28 ４車線開放時）

1年後

2週間後

資料提供：ＮＥＸＣＯ西日本



九州自動車道の通行止め約2週間で解除
（上り線を利用した終日対面通行規制（4月29日））

資料提供：ＮＥＸＣＯ西日本
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ジグザグ啓開で早期に機能回復



ハード面の強靭化

• 断層変位対策
新設橋では考慮，既設橋では損傷を予測して
迅速に復旧

• 跨道橋対策
耐震化と新設橋では跨道橋を極力減らす

• 4車線化
ジグザグ啓開の可能性も含め
レジリエントな構造を目指して早急に
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ソフト面の教訓

•道路啓開情報の公開

•常時と非常時の関係
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道路啓開

•平成28年熊本地震では道路啓開情報の九州通れる
マップなどを通して迅速に行われた．その結果，緊
急車両と一般車両が集中した個所では渋滞が発生
し，救助活動の支障となった．

•それ以降，生存率が急激に低下するといわれてい
る72時間までは人命救助を最優先した道路啓開情
報の管理が必要．

•人命救助に加えライフラインの早期復旧のための
被害状況の全容把握も迅速に行う必要がある．
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常時と非常時

•平成28年熊本地震では避難所運営において様々
な問題点が指摘された．

•避難所運営は行政と自治会と施設管理者が協力
して行うことになっているが，発災直後は混乱し
て機能しなかった．

•常日頃から顔の見える関係を構築しておくことの
重要性が指摘され，熊本市では職員担当校区が
決められ，通常時から地域行事等を通して協力関
係を築くこととした．
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巨大地震発生時の広域連携

•72時間の道路啓開情報が管理された中で，ライフ
ライン事業者と行政が連携して速やかな被害全
容の把握ができないか？

•本当に連携するためには，予め発災直後の状況を
想定して，取り決め（協定）を結んでおく必要があ
る．

•広域で連携・協力するためにはお互いの事業者
が何を必要としているかを理解する必要がある．
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巨大地震発生時の広域連携

•相互理解のためには，それぞれの事業者が発災
直後からのタイムラインを検討して，横並びで比
べてみる必要がある．

•その結果，どのようなタイミングでどのような情
報の受け渡しや連携を行えば減災に繋がるかが
見えてくるのでは？

•まずは，何ができそうかを話し合う場を設ける．
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減災コンソーシアム in Kyushu

•道路啓開部会

国土交通省

電力 鉄道

高速道路

ガス
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ソフト面の強靭化

•道路啓開をより効果的に運用する
ための事前準備

•常時から非常時にかけて連続的に
連携可能な体制の構築

•GPS,GISなど災害情報の有効活用
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ご清聴ありがとうございました
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